
○ 道路管理者が協働して脱炭素化を推進するため、国の道路脱炭素化基本方針に基づき、道路管理者が道路脱炭素化推進計画

を策定する枠組みを導入

○ 脱炭素技術の活用を促進するため、道路の構造に関する原則に脱炭素化の推進等への配慮を位置づけ、計画に基づく脱炭素化に

資する施設等の占用許可基準を緩和

道路脱炭素化基本方針【国】 道路脱炭素化推進計画【国、高速会社、自治体等】

脱炭素化技術の活用を促進

気候変動に伴う

災害の激甚化・頻発化

2030年度46%、2035年度60%、2040年度73%削減※

道路関連分野のCO2排出量は全体の約18％

全ての道路管理者による積極的な取組が必要

① 脱炭素化の道路構造への転換

道路構造について脱

炭素化への配慮を

明確化

② 道路空間における脱炭素化施設の導入促進※

道路空間において

民間が活用できる

よう道路占用基準

を緩和
太陽光発電施設低炭素アスファルトLED照明

道路管理者が協働して脱炭素化を促進する枠組みの導入

地球温暖化

防止

走行中給電施設

・ 道路の脱炭素化の推進の意義や目標

・ 国が実施すべき施策の基本的方針

・ 脱炭素化推進計画の策定に関する基本的事項 等

・ 道路の脱炭素化の目標

・ 道路の脱炭素化の推進を図るための施策

・ 計画の実施に必要な事項

（消費電力約56％削減）

方針提示

報告

（CO2排出量7～18％削減）

背景・必要性

改正概要

※道路脱炭素化推進計画へ位置づけられるものに限る

道路法等の改正による脱炭素の新たな枠組み

※2013年度比
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